
別表第１ （第４条関係） 

 
 
 
 

 
交付目的 補助事業者 補助対象経費 補助要件

補助率 
限度額

補助 
交付額

 

県外事業者の 
小浜市へのオフィスの 
新規立地促進を図る。

オフィスを小浜市内に 
設置する県外事業者

 
ア 土地建物取得・改修 
 
イ 土地建物賃借料 
 
ウ 事務機器等取得費 
 
エ 事務機器等リース料 
 
オ 通信回線料 
 
カ U・I ターン者新規雇用 
 
キ 子育て世帯（U・I ターン者）雇用 
 
ク 住居賃借料（12 カ月）

別表第２ 
のとおり

別表第３ 
のとおり

別表第４ 
のとおり



別表第２（第４条・第１９条関係） 

 
 
 
 
 

 要件１ 要件２ 要件３
 

補助事業者が次のいずれかを充たすこと 
（１）新規立地 
 
（２）新規立地時の事業開始から１０年以内 

に着手する 2 回目以降の新設または増設

補助事業者が次のいずれかを満たすこと 
 
（１）事業開始１年以内に新規雇用１名以上 
（U・I ターン者のみ） 
 
（２）事業開始１年以内に新規雇用３名以上 
 ※補助事業者から市へ申請書が提出された日に 

雇用されていた市内に住民票を有する者が退職 
または転属した場合は、その数は新規雇用者数  
から除する。 
※２年目以降に退職者が出た場合は、採用等す 
ることにより、要件を満たさなければならない。 
ただし、事業開始後３年後の補助金交付以後に 
ついては、問わない。

５年以上、事業を行うこと。 
 ※事業開始５年以内に撤退した場合は、補助
金返還とする。



別表第３（第４条関係） 

 
 
 

 補助対象経費 補助率等 一事業あたりの交付限度額
 

ア 土地建物取得・改修

５０％

１名以上（U・I ターン者のみ） 
７５０万円（３年間） 

 
３名以上 

１，５００万円（３年間）

 
イ 土地建物賃借料

 
ウ 事務機器等取得費

 
エ 事務機器等リース料

 
オ 通信回線料 １００％

 
カ U・I ターン者新規雇用 ３０万円／人 ２７０万円

 

キ 子育て世帯（U・I ターン者）雇用

最大 ５０万円／世帯 
※U・I ターン者新規雇用への上乗せで、 
１世帯につき、子１名の場合は、３０万 
円。２人目以降、１０万円加算で３人目 

まで加算可能

４５０万円 
（１企業あたり最大９世帯まで）

 
ク 住居賃借料（U・I ターン者） ５０％ １８０万円



別表第４（第４条関係） 

※補助交付額は、別表第３に規定する一事業あたりの交付限度額を超えない範囲とする。 
 

 補助対象経費区分 補助交付額 ※
  

ア 土地建物取得・改修 
 
イ 土地建物賃借料 
 
ウ 事務機器等取得費 
 
エ 事務機器等リース料 
 
オ 通信回線料 

（１）１年目 
 土地取得契約締結日または着手日から事業開始 1 年後までに要した補助対象経費に対し、別表第三
の補助率等を乗じて得た額（千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額） 
 
（２）２年目・３年目 
 事業開始後１年（２年）の翌日から１年間に要した補助対象経費に対し、別表第三の補助率等を乗
じて得た額（千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）

 
カ Ｕ・Ｉターン者新規雇用

 新規雇用者における U・Ⅰターン者の数に対し、別表第３の補助率等を乗じて得た金額 
※補助交付額は１年毎に算定すること。

 

キ 子育て世帯（Ｕ・Ｉターン者）雇用
 新規雇用 U・Ⅰターン者で中学 3 年生までの子供を持つ世帯の数に別表第３の補助率等を乗じて得
た金額 
※補助交付額は１年毎に算定をすること。

 
ク 住居賃借料

 事業開始から３年間のうちの１２ヶ月間に、新規雇用者（Ｕ・Ｉターン者）の住居賃借料で補助事
業者が支援した経費に別表第３の補助率を乗じて得た金額



（別表第５ 第 6 条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 指定申請の提出期限 提出書類
 下記のいずれか早い日 

（１）土地取得等に係る契約締結から１年以内 
（２）事業着手予定日の１５日前

（１）小浜市サテライトオフィス誘致補助金交付指定申請書（様式第１号） 
（２）オフィス整備計画書（様式第 2 号） 
（３）法人登記簿謄本 
（４）定款又は規約 
（５）会社概要、組織図 
（６）直近の決算書（２期） 
（７）県税、市税の全項目に滞納がないことを証明事項とする納税証明書または納税
状況の確認に関する同意書および地方消費税の納税証明 
（８）既存オフィスの雇用者数を証する書類（従業員名簿、事業所別被保険者台帳等）



別表第６（第１５条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 交付申請書兼実績報告書の提出期限 提出書類
 （１）１年目 

補助要件充足日から 1 カ月を経過した日 
または、 
市の会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日

（１）小浜市サテライトオフィス誘致補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１０号） 
（２）オフィス整備実績書（様式第１１号） 
（３）投下固定資産一覧表 
（４）雇用者一覧表 
（５）投下固定資産額を証する書類 
（６）新規雇用者数を証する書類 
（７）Ｕ・Ｉターン者の雇用を証する書類 
（８）子育て世帯への支援を証する書類 
（９）住居賃借料の実績を証する書類 
（10）土地建物賃借料の実績を証する書類 
（11）その他補助対象経費の実績を証する書類 
（12）その他市長が必要と認める書類

 （２）２・３年目 
補助事業が完了した日から１カ月を経過した日 
または、 
市の会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日



別表第７（第２１条関係） 
 財産の種類 処分制限時間
 

土  地 
建  物 
償却資産

１ 処分制限期間については、「補助事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和５３年通商産業省告
示第３６０号）」を準用する。 
 
２ 財産承認基準については、「補助事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて（平成１６年 6
月１０日会課第５号経済産業省大臣官房会計課通達）」を準用する。


